
事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

809

事務事業名 契約管理事務費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 85.8 102.8

担当所属 契約監理課

指

標
活動指標

手　段

-

119 -

目標値 件

基

本

情

報

件 109 112

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

753

事

業

概

要

対　象

入札・契約事務　（建設工事、測量・建設コンサルタント、業務委託、物品調達等）

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

公共事業が減少する中で、企業間競争は激しさを増しており、入札・契約の手続き及び契約内容に関して、公平性・公正性・透明性の確保が益々重要になってきている。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

86,472 79,266

729423

正職員以外

423 729 753

0

127 109

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

759

正職員

（人）正職員以外
12.00

0 0

87,132 93,015 85,236

0 0 0

79,266

0

0

0.00

12.00

0.00

改

革

案
入札の競争性を確保し、公正かつ公正な入札事務を執行することで、入札契約業務における市民の信頼を得ることができる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

入札監視委員会からの提言の一つである「多様な入札制度の検討」における総合評価入札方

式の拡充については、現行制度の課題を抽出し、選定基準や評価項目についての見直しを引

き続き検討する。

Ｂ２．事務事業の目的（対象・意図）

入札契約事務については、常に公平性・公正性・透明性・競争性が求められている。今後も法令等の適切な運用はもちろん、国県の動向も注視し、社会

情勢に対応した入札契約制度となるよう見直しを行っていく。また、適正な契約事務執行のため、職員のコンプライアンス意識をさらに高めていく必要がある。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

・談合等の不正行為の排除を徹底するとともに、入札の競争性を確保し、より公平公正で透明性の高い入札制度の

確立に取り組む。　・建設技術の適切な指導助言により工事の品質確保をサポートするとともに、研修会の充実や技

術の継承を進め、職員の技術力の向上を図る。

環

境

変

化

等

入札監視委員会からの提言等について具体的に検討し、必要な事務改善を実施している。

入札契約事務は、常に公平性・公正性・透明性・競争性を有した厳正な事務執行を行う必要がある。また、工事に関する制度は、担い手三法等の関係法令に基づき適

宜見直しを行っている。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

公共工事の品質確保及び設計積算業務の適切な実施のため、技術指導によるサポート体制

を強化するとともに、積算チェックシートの改善やヒヤリハット集の更新・周知など、ミスを防ぐための

業務改善を進める。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

条件付一般競争入札件数【建設工事、測

量・建設コンサルタント、業務委託、物品調

達等】

162

実績値

93.7

市が発注する工事・業務委託・物品調達等について、公平性・公正性・透明性・競争性を有した入札を実施する。また、公契約としての効率化を進めるとと

もに、適切な入札・契約制度の確立を図る。

R4年度入札実績　1.建設工事、測量・建設コンサルタント業務委託　(1)指名競争入札　132件、(2)条件付一般競争入札　80件　2.業務委託（上

記以外）　(1)指名競争入札　130件、(2)条件付一般競争入札　28件　3．物品調達等　(1)指名競争入札　54件、(2)条件付一般競争入札　11

件

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

93,015 85,236

0 0

0

0

0

11.00

87,132

0 0

759 809

0 0 0

総合戦略

・入札参加業者の資格審査、登録及び管理　・建設工事、業務委託、物品調達等における業者選定、要件・資格審査、入札執行、入札結果の公表　・

入札参加業者の指名停止処分　・入札・契約制度の見直し及び改正　・契約等審査会の開催事務　・入札監視委員会の開催事務

R4年度実績 R5年度見込

令和５年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和４年度実績

９都市経営

２　適正かつ透明な行政運営の推進

２　適正な事務執行の推進

127

指標名 単位 R2年度実績 R3年度実績

基本施策

トータルコスト

平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 予算

87,891 93,824 85,659 87,201 80,019

0

86,472

13.00 12.00

0 0 0

Ａ

Ａ

Ｂ



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

事務事業名 電子入札推進事業費

～ 令和8年度

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 契約監理課

指

標
活動指標

手　段

-

99.057 -

目標値 ％

基

本

情

報

％ 0 0

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

5,175

事

業

概

要

対　象

入札事務　（建設工事、測量・建設コンサルタント、業務委託、物品調達等）

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

急速に変化する社会情勢に対応するため、入札手続きの電子化を推進する。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

21,618 21,618

5,34312,771

正職員以外

13,547 7,777 7,755

0

0 0

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.00

776 2,434

0 0 21,309

0 0 0

21,618

0

0

0.00

3.00

0.00

改

革

案
入札手続きの電子化の推進により公正で透明性の高い入札を実施していくことで市の入札・契約制度に対する信頼を得ることができる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

・建設工事及び測量・建設コンサルタント業務の入札において、電子入札の運用を開始した。

・計画通り電子入札システムの環境構築等ができた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

建設工事及び測量・建設コンサルタント業務の入札において、円滑に電子入札の運用を開始することができた。今後は対象となる入札の範囲拡大も含め

課題等を整理し適宜、運用方法の見直しを進めていきたい。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

拡充

成果上昇

コスト維持

令和４年度より建設工事、測量・建設コンサルタント業務委託の全ての入札において、電子入札を実施。業務委

託、物品調達等の入札まで電子入札の対象範囲を拡大することについては、事業者の環境整備等の課題があるた

め、入札参加者の意向を把握したうえで慎重に検討していく必要がある。

環

境

変

化

等

入札監視委員会からの提言への対応や入札制度の透明性の向上を図るため、多様な入札制度について検討を進めている。

本市のＩＣＴ化の推進及びコロナ禍における新しい生活様式に対応するため、市役所全体で行政手続きの電子化の更なる推進が求められている。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

対象とする入札の範囲拡大については、入札参加者のニーズを分析し検討を進める必要があ

る。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

電子入札の実施率 100

実績値

247.6

入札事務などを電子化することにより、応札者の利便性や入札の透明性を向上させ、事務の効率化を図る。

電子入札システムを導入し、令和４年度から電子入札を開始した。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

0 21,309

0 0

0

2,580

0

3.00

0

0 0

0 0

0 0 0

総合戦略

・電子入札システムの環境構築、既存システム改修、必要機器等の調達　・入札参加者を対象とした実証実験（模擬入札）実施　・入札参加者向けの

電子入札ポータルサイトの開設

R4年度実績 R5年度見込

令和５年度

事業期間 令和3年度分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和４年度実績

９都市経営

２　適正かつ透明な行政運営の推進

２　適正な事務執行の推進

40

指標名 単位 R2年度実績 R3年度実績

基本施策

トータルコスト

平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 予算

0 0 34,856 29,395 29,373

0

21,618

0.00 3.00

0 0 0

Ａ

Ａ

Ｂ


